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１．研究の概要 

ヒートアイランド現象に代表される都市空間の熱環境を改善するために、地理情報等を

活用しつつ、都市空間の熱環境を定量的に把握・評価する手法を構築して、熱環境改善対

策の目標水準の設定手法や各種個別対策（緑化、排熱抑制、土地被覆、市街地形状の改善

等）を総合的に講じた場合の効果の定量的評価手法を開発するとともに、地域特性に対応

した熱環境改善に寄与する効果的な都市空間の形成手法を提示する。 

 

２．研究の背景 

近年、ヒートアイランド現象は、国民の大半が居住し、生活の場となっている都市の環

境問題の一つとして、緊急に対策を講じるべき課題となっている。しかしヒートアイラン

ド現象は、要因となる地表面被覆と人工排熱、さらには都市構造や地形・気象条件等が相

互に影響し合うなどメカニズムが複雑で未解明な部分が多いため、その対策としては省エ

ネルギー機器の採用や緑の確保等の個別の対策にとどまっているのが現状である。 

また、規制改革の推進に関する第２次答申（平成 14 年 12 月 12 日）において、ヒートア

イランド対策については、発生メカニズムのさらなる分析や個々の対策の実施効果の評価

手法の検討のほか、都市形態（土地利用、建物、道路等の形態・配置）の改善による対策

効果、海陸風の流れや市街地の広がり、河川・緑地の配置等の地理的な条件をふまえた総

合的検討の必要性が指摘されており、国においても調査研究の面や財政面などにおいて必

要な支援を図ることが求められている。 

規制改革の推進に関する第二次答申（総合規制改革会議、平成14年12月12日）[抜粋]
【問題意識】
（前略）ヒートアイランド現象は、要因となる地表面被覆と人工排熱、さらには都市構造や地形・気
象条件などが相互に影響し合うなどメカニズムが複雑であり、未解明な部分が多い。このため、関係
各省や地方公共団体で採られている対策は、省エネルギー機器の採用や緑の確保などにとどまってい
る現状にある。（中略）今後、ヒートアイランド対策を進めるに当たっては、更なるメカニズムの解
明や対策効果について調査研究を進めることはもとより、予防的見地に立って、早期に人工排熱の低
減、人工化された地表面被覆の改善、都市形態の改善など個々の対策を総合的かつ計画的に実施して
いくことが必要である。さらにヒートアイランド現象は、排熱等の状況、海陸風の流れ、市街地の広
がりや河川・緑地の配置等の地理的な条件で、その発生メカニズムも地域によって異なることから、
関係地方公共団体が連携し対策を講ずるとともに、国においても調査研究の面や財政面などにおいて
必要な支援を図ることが必要である。（後略）

【具体的施策】
1 都市のヒートアイランド現象の解消
(1)ヒートアイランド現象のメカニズム等に係る調査研究の推進等【平成15年度中に措置】
ヒートアイランド対策の更なる推進のため、各原因間の関連性・寄与度などの発生メカニズムに関

する調査・分析を一層推進するとともに、その進捗状況に応じて、省エネルギー機器の採用や保水性
舗装、土地利用・都市構造の誘導など様々な対策を講じた場合の効果に関する評価手法を検討すべき
である。（後略）

 



 

さらに平成１５年度中にはヒートアイランド対策に係る大綱が策定されることになって

おり、都市空間における熱環境負荷の軽減に向けた総合的対策が要請されている。 

ヒートアイランド対策に関する研究は、現象の解明や個別の要素技術の導入効果の定量

化を中心に各方面で行われているが、地域特性を考慮した上で、複合的施策を効果的に実

施するための判断基準の提供や定量的な施策目標の設定に資する研究が必要とされている。 

 

３．研究の成果目標と成果の活用方針 
複合的なヒートアイランド対策のための定量的な評価手法の提供や、地域特性に対応し

た熱環境目標水準に基づく、計画的・効果的なヒートアイランド対策の展開のためのガイ

ドライン（都市空間の熱環境評価と目標水準の設定手法、熱環境改善に効果的な市街地形

態への誘導手法、緑地・河川の効果的なネットワーク化手法等）の提供を成果目標とする。 
 
これらの成果を地方公共団体等に普及することによって、ヒートアイランド現象の改善

に向けた総合的な対策を効果的かつ計画的に実施していくことが可能になる。これにより、

快適で健康的な都市生活環境を実現する。 

快適で健康的な都市生活環境の実現
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４．研究内容 
（１）地理情報の高度化・活用技術の開発 

①地球観測衛星データによる広域熱環境把握技術の開発 
ヒートアイランド現象の要因となる土地被覆分布等を広域にわたって把握するた



 

めに、短期間に広域を低分解能で観測する衛星のデータと、狭い領域を高分解能で

観測する衛星のデータを相互に補完して都市圏の土地被覆分布等を効率的に把握す

る技術を開発する。 
②航空レーザ測量等による植生・市街地の把握手法の開発 

航空レーザ測量等の最新の測量技術を活用して、都市の熱環境改善要素として

重要な役割を果たしている平地林や丘陵地等の植生、市街地の建物や街路樹等の

分布や形状を３次元で把握する手法を開発する。 
（２）都市空間の熱環境評価技術の開発 

①都市空間の熱環境改善要素の定量的評価手法の開発 
 熱環境改善の個別対策要素（緑化、廃熱抑制、土地被覆、市街地形状の改善等）

を共通の指標で定量的に評価する手法を開発するとともに対策技術の体系化を行う。 
②都市空間の熱環境の定量的評価のためのシミュレーション技術の構築 
 都市圏スケールから地区スケールに至る都市空間の熱環境について、地域特性を

考慮して複数の熱環境改善要素技術を総合的に講じた場合のヒートアイランド緩和

効果を定量的に評価できるシミュレーション技術の開発を行う。 
（３）熱環境改善に寄与する都市空間の形成手法の検討 

地方公共団体等が地域特性に応じたヒートアイランド対策を講じるための、都市

空間の熱環境目標水準の設定手法や、費用対効果も考慮した効果的な熱環境改善対

策に関するガイドライン等の計画的誘導手法を提示する。 
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５．年度計画 
 

熱環境改善に寄与する
都市空間の形成手法の

検討

都市空間の熱環境評価
技術の開発

地理情報の高度化・

活用技術の開発

18年度17年度16年度

熱環境改善に寄与する
都市空間の形成手法の

検討

都市空間の熱環境評価
技術の開発

地理情報の高度化・

活用技術の開発

18年度17年度16年度

地球観測衛星・航空レーザ測量による植生・市街地の把握及び
都市空間の計測技術の開発

都市空間における熱環境目標水準の設定手法や
熱環境改善対策に関するガイドライン等の計画的

誘導手法の提示

都市空間の熱環境改善要素の定量的評価手法の開発

都市空間の熱環境の定量的評価のためのシミュレーション技術の
開発

 
 
 
６．研究実施体制 
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技術調査課、都市・地域整備局、総合政策局、住宅局等
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・データの提供
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・データの提供
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・データの提供等
・研究に対する助言
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関連施策への反映
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大学
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民間企業等

・データの提供
・意見交換

・データの提供
・意見交換

課題の
分担

・データの提供
・研究に対する
助言

・データの提供等
・研究に対する助言

共同研究

関連施策への反映

 
 

７．関連研究の状況 
z 国土交通本省 

・建築物等におけるヒートアイランド対策推進方針の検討 
（住宅局、H16～H17、予算要求中） 

・都市における人工排熱の抑制によるヒートアイランド対策調査 
（総合政策局・東京都・環境省、H15） 
・都市排熱処理システムに関する調査検討経費（都市・地域整備局、H15） 



 

・緑豊かな都市環境形成のための民間建築物等における緑化推進を図る経費 
（都市・地域整備局、H15） 
・都市におけるヒートアイランド現象の緩和方策検討調査 

（都市・地域整備局・住宅局、H14） 
z 独立行政法人土木研究所 

 ・都市空間におけるヒートアイランド軽減技術の評価手法に関する研究（H10～H15） 

z 独立行政法人建築研究所 

・ヒートアイランド対策効果の定量化に関する研究（H14～H16） 

z 国土技術政策総合研究所 

・水環境再生技術の開発（水循環・熱環境改善システムの開発）（H14～16） 

z 環境省 

・ヒートアイランド対策に関する調査（H12～H15） 



③

②

④

「都市空間の熱環境評価・対策技術の開発」研究マップ

かなり研究が進んでいる研究領域 いくらか研究が進んでいる研究領域

ほとんど研究が進んでいない研究領域 国総研で過去に取り組んできた研究領域

予算計上課題名
　課題①：都市空間の熱環境評価のための地理情報の高度化・活用技術の開発
　課題②：都市空間の熱環境評価技術の開発
　課題③：熱環境改善に寄与する都市空間の形成技術の検討
本省（住宅局）の課題
　課題④：建築物に係るヒートアイランド対策推進手法の検討

建築関連
要素技術

道路関連
要素技術

緑地及び河川
関連要素技術

熱
環
境
評
価
技
術

熱
環
境
改
善
要
素
技
術

①

②

熱環境改善要
素の効果の定
量的評価手法

定量的評価の
ためのシミュレー
ション技術

ヒートアイラン
ド現象

気
象

地域特性を考慮
した熱環境目標
水準の設定

都
市
空
間
形
成

熱環境改善対策
手法の体系化

施 策 への展開技 術 の 開 発現 象 の 解 明目標達成に必
要なアプロー
チ一覧

分
野

・

対
象

航空レーザ測
量技術等

費用便
益分析

熱
環
境
評
価

／
要
素
技
術

地球観測衛星
データ

地
理
情
報

普及戦
略の検
討

改 良実用化基礎研
究

再現と
予 測

現 象
分 析

観 測


